
寄 附 金 収 益 839¶708 5¶621 29¶855 24¶506 126¶555 ` 1¶026¶248 31¶984 1¶058¶232

施 設 費 収 益 91¶380 1¶130 ` ` 16¶076 ` 108¶587 11¶193 119¶781

補 助 金 等 収 益 1¶018¶159 7¶760 ` 4¶805 187¶885 ` 1¶218¶610 772¶912 1¶991¶523

資 産 見 返 負 債 戻 入 895¶152 29¶178 28¶245 6¶598 188¶820 732 1¶148¶728 55¶866 1¶204¶595

財 務 収 益 ` ` ` ` ` ` ` 50¶663 50¶663

雑 益 632¶105 4¶408 4¶599 611 36¶776 0 678¶502 114¶179 792¶681

小 計 24¶636¶452 362¶591 242¶145 763¶159 26¶555¶180 155¶283 52¶714¶812 3¶063¶060 55¶777¶873

業 務 損 益 1¶577¶705 � 112¶989 � 88¶351 � 268¶186 1¶209¶763 � 24¶683 2¶293¶257 � 689¶314 1¶603¶943

土 地 96¶883¶269 625¶152 497¶259 10¶384¶881 8¶895¶278 249¶914 117¶535¶756 12¶926¶893 130¶462¶650

建 物 22¶549¶823 159¶889 118¶211 2¶505¶971 17¶043¶629 95¶457 42¶472¶983 2¶531¶180 45¶004¶163

構 築 物 599¶807 5¶345 833 78¶345 410¶868 939 1¶096¶139 194¶191 1¶290¶331

そ の 他 10¶212¶860 134¶989 88¶983 10¶315 10¶073¶149 24¶763 20¶545¶062 17¶228¶546 37¶773¶608

帰 属 資 産 130¶245¶760 925¶377 705¶288 12¶979¶514 36¶422¶926 371¶075 181¶649¶941 32¶880¶811 214¶530¶753

（単位：千円）

区 分 学部・研究科等 真菌医学研究セ
ンター

環境リモートセ
ンシング研究セ
ンター

附 属 学 校 医学部附属病院 柏の葉診療所 小 計 法 人 共 通 合 計

目 的 積 立 金 取 崩 額 261¶850 ` ` 1¶701 222¶541 ` 486¶093 74¶391 560¶484

減 価 償 却 費 1¶174¶160 29¶991 28¶582 6¶598 2¶223¶041 5¶380 3¶467¶753 59¶042 3¶526¶796

損 益 外 減 価 償 却 相 当 額 229¶320 14¶689 9¶764 128¶706 58¶852 396 441¶729 1¶455¶192 1¶896¶921

引 当 外 賞 与 増 加 見 積 額 27¶687 343 862 108 14¶702 ` 43¶704 8¶785 52¶489

引 当 外 退 職 給 付 増 加 見 積 額 69¶967 � 71¶533 10¶150 � 32¶559 33¶984 ` 10¶010 � 43¶317 � 33¶307
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~１．セグメント区分の方法

セグメント区分の方法については、業務内容に応じて「学部・研究科等」、「真菌医学研究センター」、「環境リモートセンシング研究センター」、「附属学校」、「医学部附属病院」、「柏の葉診療所」及び

「法人共通」の７つに区分しております。

~２．業務費用のうち法人共通3¶752¶375千円は配賦しなかった費用及び配賦不能の費用であり、その主な内容は本部の役職員人件費及び一般管理費で、それぞれ2¶658¶874千円、666¶430千円であります。

~３．資産のうち法人共通の項目に含めた法人共通資産の金額は32¶880¶811千円であり、主なものは預金、有価証券及び管理部門に係る固定資産であります。

~４．運営費交付金収益の配分方法

文部科学省が指定する特別教育研究経費及び特殊要因経費に充当される運営費交付金、あるいは既に実施された業務の財源を補てんするために交付された運営費交付金については，収益額を各セ

グメントに配分しております。

上記以外の運営費交付金については、本学においては人件費に充当する取り扱いとしており、各セグメントの人件費計上額に対し、一定比率をもって収益額を配分しております。

~５．目的積立金を財源とする費用が発生しており、各セグメント別金額は以下のとおりです。また、損益外減価償却相当額、引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額のセグメント別金額

は以下のとおりです。
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